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2050年カーボンニュートラル宣言 1

電源の低・脱炭素化

ゼロエミッション電源比率
を更に高めるなど、ＣＯ₂排出

「実質ゼロ」の電気を安定的に供給

電化の推進

最大限の電化に挑戦し、
需要側のＣＯ₂排出削減に貢献

九電グループは、 2050 年カーボンニュートラルの実現に挑戦します
〜九州から日本の脱炭素をリードする企業グループを目指して 〜

● 九電グループは、地球温暖化への対応を企業成長のチャンスと捉え、低・脱炭素の
トップランナーとして、九州から日本の脱炭素をリードする企業グループを目指します。

● エネルギー需給両面の取組みとして２つの柱を設定し、「電源の低・脱炭素化」と
「電化の推進」に挑戦し続けます。

● 社長を委員長とする「サステナビリティ推進委員会」のもと、カーボンニュートラルを
含めたＥＳＧに関する取組みを推進します。

サステナビリティ推進委員会

カーボンニュートラルを含めたESG に関する取組みを推進



九電グループが目指す2050年のゴール 2

九電グループは、サプライチェーンGHG排出量の削減と社会のGHG排出削
減への貢献により、 2050年カーボンニュートラルの実現及びカーボンマイナ
スの早期実現を目指します

● 事業活動を通じて排出されるサプライチェーン全体の温室効果ガス（ＧＨＧ）を
「実質ゼロ」にします。

● 電化を最大限推進し、環境にやさしいエネルギーを安定的にお届けするなど、社会の
ＧＨＧ排出削減に貢献します 。

● これらの取組みを通じて、九電グループは「カーボンマイナス※1 」を 2050 年よりできる
だけ早期に実現します。

※1 電化の推進や再エネ開発などによる社会のＧＨＧ排出削減において、九電グループのＧＨＧ排出量を上回る削減効果を
生み出すことで、事業活動による社会全体のＧＨＧ排出量をマイナスにすること



2050年に向けたロードマップ 3



2050年カーボンニュートラルに向けた九電グループの取組み 4



最大限の電化 5

家庭部門
業務部門

● 家庭部門のオール電化や、業務部門の空調・給湯・厨房設備の電化を推進する
とともに電気料金メニューの充実を図るなど、 2050 年における電化率 100 ％
の実現に貢献します。

〔家庭部門 〕 オール電化を基本に、 IoT や AI などの活用により、「安心・快適・経済
的で地球環境にやさしいライフスタイル」を提案

〔業務部門 〕 設備の運用状況やエネルギーの使用状況に基づき、エネルギー効率
が高いヒートポンプシステムを提案



最大限の電化 6

● 産業部門では、ヒートポンプなど、熱源転換機器の技術研究を行うとともに、生産
工程における幅広い温度帯（温水、蒸気、加熱など）の熱需要に対する電化に
挑戦します。

● お客さまとともに現地調査・検討を行い、エネルギーの利用効率向上に向けた
省エネ提案を推進します。

● 高温熱需要に対する水素供給などについても、事業の可能性を検討します。

● 運輸部門では、EVの普及促進に向け、EVシェアリングサービスや充電インフラの
拡大、EVを活用したエネルギーマネジメントなど、事業やサービスを提供してい
きます。

産業部門
運輸部門



港湾の脱炭素化 7

● 取組みやすいものを設備の一部に導入し、効果と課題をみながら拡大していく方向か。

● 比較的に実施しやすい事例は以下のとおりです。

内容項目

ヤード・倉庫・事務所などの照明／設備を更新すること
で、CO2排出量と電力コストを同時に削減。

ＬＥＤ化、省エネ設備への更新

倉庫屋根、管理等屋上など既存建物を活用し、太陽光
パネルを導入、照明・荷役設備で自家消費し、電力コス
トとCO2を同時削減。蓄電池併設で非常用電源となり
BCPも強化。

太陽光等の再エネ設備の導入

ディーゼル稼働のフォークリフト／トップリフター／クレー
ン等を、電動・ハイブリッド化やバイオディーゼルへ段階
的に切替。 全面更新に限らず、実証導入→運用確認→
順次更新が可能。

荷役機械の低炭素化

停泊中も発電のためにエンジン稼働が必要となることが
多く、排ガス・騒音の要因となる。OPSで陸上給電に切替
え、CO2削減と周辺環境の改善が期待できる。

陸上電供給（ＯＰＳ）の導入



環境配慮型プラン 8

● 九州電力では、脱炭素に関心の高い高圧のお客さま向けに以下の３つの環境配慮型プランを
ご用意しております。

● 加入を希望される場合は、九州電力にご相談ください。

CO2削減プラン再エネECOプラス再エネECO極（きわみ）

今の電気に「CO2フリー価値」を上
乗せして実質CO2フリーにする。

今の電気に「再エネ価値」を上乗
せして実質再エネにする。

再エネ電気＋再エネ価値を一体
で提供。電源種特定も可能。

概要

CO2排出量（温対法報告など）を
明確に削減したいニーズに対応。

契約を大きく変えず手軽に再エネ
導入したいニーズに対応。

電源種までこだわる高度な環境経
営・ブランディングに対応。

主な目的

CO2フリー価値（排出係数
0.000kg-CO2/kWhとして扱える）。

再エネ価値のみ（電気自体は従来
どおり）。

再エネ電気＋再エネ価値（地熱な
ど電源指定可）。

付与される価値

非FIT非化石証書等を使用し、
CO2ゼロに特化（電源種は特定し
ない）。

電源種は特定しない（「再エネ由
来」であることがポイント）。

「九電の地熱由来」など電源ストー
リーを打ち出しやすい。

電源の特徴づけ

既存料金＋CO2フリー価値分。既存料金＋再エネ価値分。
既存料金＋再エネ価値分＋電源
指定等のプレミアム。

料金イメージ

同左同左
使用電力量の全部または一部を
指定可能

適用範囲


